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公益社団法人日本看護協会（会長 秋山智弥、会員 73 万人）は 6 月 12 日、福岡資麿

厚生労働大臣に「令和 8年度予算・政策に関する要望書」を提出しました。 

報道関係の皆さまにおかれましては、要望の趣旨をご理解いただき、さまざまな機会

にご紹介いただきますようお願い申し上げます。 

すべての地域、あらゆる世代の人々が適切な

医療・看護・介護を受けるには、それらを支え

る提供体制の整備が不可欠であり、特に医療と

介護をつなぐ看護がその役割を十分に発揮で

きる環境整備が急務です。また、賃金上昇を上

回る物価高騰が続く中、労働に見合う処遇と、

やりがいを持ち、安全かつ健康に働き続けられ

る労働環境の確保が欠かせません。 

このような状況から本会は、令和 8 年度予算

案等の編成、政策の策定にあたり、看護職の処

遇改善や労働基準法の改正など 7 点を要望し

ました。 

秋山会長は、全ての看護職の処遇改善につい

て、次期診療報酬改定前の期中改定も視野に入れて「賃金上昇につながる財政支援と診

療報酬改定の両面からの対応」を求めました。加えて、夜勤交代制勤務従事者の健康確

保のために労働基準法を改正し、法定労働時間の短縮、深夜業の割増賃金の増額も要求。

また「産業保健に関わる保健師等は働く人々の健康をまもるだけでなく、重症化予防に

も寄与している」とし、産業保健体制の強化も訴えました。さらに、2040年に向けて看

護提供体制を確保するため、看護職の教育のあり方なども含め、看護提供体制全体を捉

えた検討も要望しました。 

福岡厚労大臣は「全ての医療現場において処遇改善することは、『骨太の方針 2025』

の検討の際、これまで以上に議論し喫緊の課題として認識している」とした上で、「診療

報酬の期中改定も含めて検討したい」と応じました。また「現場の負担を軽くする点で、

看護 DX の推進、人材の確保が難しい夜勤の問題は成功事例の横展開を含めて、皆さま

が無理なく働ける環境整備にしっかり取り組みたい」と述べ、「ハラスメント対策につ

いて、実効性ある取り組みを進めたい」との意向を示しました。 

福岡厚労大臣（左）に
要望書を提出する秋山会長 

厚生労働大臣へ要望 

全ての看護職員の労働環境改善のための 

財政支援を要望 



厚生労働大臣

福岡資麿様

すべての地域、あらゆる世代の人々が、適切に医療や看護、介護を受けられることを目指すには、それらを

支える提供体制、とりわけ医療と介護の連携の鍵となる看護が、その役割を十分に発揮できる環境を早急に

整備する必要があります。賃金上昇を上回る物価高騰が続くなか、医療、介護分野での労働に見合う処遇、

一人ひとりがやりがいを持ちながら、安全に健康に、働き続けられる労働環境の確保は必須です。

令和8年度予算案等の編成、政策の策定にあたっては、以下の尊頁への格別のご高配を要望いたします。

医療・介護に従事する看護職の処遇改善
診療報酬の期中改定も視野に、看護職の賃金上昇に結びつく財政支援をされたい。

あわせて、在宅・介護領域(訪問看i聾介i董施ヨ旦等)で働く看護職の処遇改善を目的とした財政支援をされたい。

社会保障関係費の増大要因は、高齢化だけではない予算編成にあたり、同関係費の伸びを高齢化の伸び

の範囲内に抑制するという現在の財政フレームを見直されたい

診療報酬に経済情勢や人口変動に柔軟に対応した運用ができる出且みを導入されたい

令和8年度予算・政策に関する要望書

2.夜勤交代制勤務従事者の健康確保のための労働基準法の改正
.労働負荷が大きい夜勤交代制勤務に従事する労働者の健康確保のため、労働基準法を改正し、勤務間イン

ターバル制度導入の覇劣化をはじめ、夜勤時間数に応じた法定労働時間の短荊盲、深夜業に対する割増賃金

の増額を規定されたい。
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3.看護業務へのデジタル技術導入(看護DX)の促進

.看護業務へのデジタル技術の導入は、業務を効率化し、看護1哉員の負担軽減及び看護サービスのさらなる向

上につながることから、導入促進のためのより一層の財源を確保されたい

4.顧客等による著しい迷惑行為仂スタマーハラスメント)対策の強化
.法改正による対策強化が見込まれる中、国民への啓発はもとより、各職場への専門家のυ體や対応訓練など、

医療の現場に実効性のあるカスタマーハラスメント対策を普及させるための財政支援をされたい

5.働く世代の健康を支える産業保健体制の強化

.仕事と治療の両立やメンタルヘルス、疾病予防に加え、施行予定のストレスチェックの義務化など、人々が健

康に働くための支援は多岐にわたるそれら支援の実効性を高め、働く人々の健康を確保していくため、産業

保健体制を強化されたい。まずは検討の場の設置、産業保健に関わる保健師等の法的な位置づけの明確化

を早急に図られたい。

6.医療提供体制の維持に課題のある1也域での看護体制に係る実証事業の推進
.へき地等をはじめ医療捌共体制の維持に課題のある地域における二ーズの可視化に向けて、看護師がさら

に貢献するための実証的な検証を推進されたい。

フ.2040年に向けた看護提供体制のありかたの検討

・看護職を質・量両面から確保し、国民に必、要な看護を捌共する体制を確立していくため、2040年から逆算して

計画的に取辧且めるよう、看護職のイ贈11や業務範囲、教育のあり方(看護基礎教育 4年制化、保健師・助産師

教育の大学院イヒを含む)等の観点からの看護捌共体制全体を捉えた検討をされたい。
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